
建設キャリアアップシステムの利用状況（2024年1月末） 

技能者の登録数

事業者の登録数

就業履歴数

136.2万人が登録

※労働力調査（R4）における建設業技能者数：302万人

25.2万社が登録

※うち一人親方は8.3万社

現場での利用は増加傾向
累積就業履歴数 12,000万突破

※1月は417万履歴を蓄積

出所：建設業振興基金データより国土交通省
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都道府県別のCCUS登録状況（2024年1月末）

技能者（現住所） 事業者（所在地）

(一人親方除く) (一人親方除く)

1 北海道 70,582 26 京都府 19,922 1 北海道 10,165 7,701 26 京都府 4,719 2,976
2 青森県 18,624 27 大阪府 97,578 2 青森県 1,853 1,500 27 大阪府 21,733 13,233
3 岩手県 17,534 28 兵庫県 42,515 3 岩手県 1,847 1,377 28 兵庫県 9,231 5,895
4 宮城県 40,647 29 奈良県 7,944 4 宮城県 5,424 4,113 29 奈良県 1,450 968
5 秋田県 9,399 30 和歌山県 5,442 5 秋田県 1,207 1,001 30 和歌山県 1,014 749
6 山形県 10,620 31 鳥取県 5,390 6 山形県 1,449 1,083 31 鳥取県 804 630
7 福島県 32,847 32 島根県 8,055 7 福島県 3,582 3,025 32 島根県 999 788
8 茨城県 28,078 33 岡山県 19,792 8 茨城県 5,013 3,604 33 岡山県 3,984 2,776
9 栃木県 17,537 34 広島県 35,645 9 栃木県 3,473 2,409 34 広島県 7,808 4,902
10 群馬県 17,348 35 山口県 14,789 10 群馬県 3,417 2,412 35 山口県 2,992 2,120
11 埼玉県 91,883 36 徳島県 7,730 11 埼玉県 16,965 10,277 36 徳島県 1,391 967
12 千葉県 76,767 37 香川県 12,482 12 千葉県 12,328 8,125 37 香川県 2,113 1,473
13 東京都 132,399 38 愛媛県 13,019 13 東京都 29,483 18,900 38 愛媛県 2,357 1,672
14 神奈川県 98,503 39 高知県 6,636 14 神奈川県 19,292 12,107 39 高知県 1,022 687
15 新潟県 22,263 40 福岡県 55,131 15 新潟県 2,783 2,296 40 福岡県 11,265 7,533
16 富山県 11,263 41 佐賀県 8,975 16 富山県 1,869 1,411 41 佐賀県 1,308 957
17 石川県 13,757 42 長崎県 11,801 17 石川県 2,758 1,690 42 長崎県 2,366 1,696
18 福井県 9,498 43 熊本県 16,560 18 福井県 1,604 1,195 43 熊本県 2,631 2,009
19 山梨県 7,932 44 大分県 9,198 19 山梨県 1,375 1,011 44 大分県 1,410 1,153
20 長野県 18,268 45 宮崎県 11,854 20 長野県 3,245 2,335 45 宮崎県 1,751 1,445
21 岐阜県 23,070 46 鹿児島県 18,201 21 岐阜県 4,425 2,942 46 鹿児島県 2,599 1,953
22 静岡県 32,862 47 沖縄県 20,476 22 静岡県 6,931 4,583 47 沖縄県 3,364 2,505
23 愛知県 84,637 23 愛知県 18,301 11,247
24 三重県 18,726 24 三重県 4,024 2,654
25 滋賀県 8,741 25 滋賀県 1,727 1,144

出典：建設業振興基金（2024年1月末　技能者・事業者登録状況（都道府県別））

全国計 1,362,920 全国計 252,851 169,229

No 都道府県 事業者登録数 No 都道府県 事業者登録数No 都道府県 技能者登録数 No 都道府県 技能者登録数



職種別技能者のCCUS登録状況（2024年1月末）
（参考）国勢調査における技能者数

01 特殊作業員 68,508 28 潜水士 2,063 土木従事者 356,920
02 普通作業員 165,262 29 潜水連絡員 126 電気工事従事者 265,200
03 軽作業員 5,173 30 潜水送気員 424 配管従事者 120,990
04 造園工 11,133 31 山林砂防工 41 大工 101,850
05 法面工 7,066 32 軌道工 3,795 とび職 78,900
06 とび工 125,716 33 型わく工 60,668 画工，塗装・看板制作従事者 59,630
07 石工 3,338 34 大工 19,381 建設・さく井機械運転従事者 58,980
08 ブロック工 1,511 35 左官 22,488 自動車運転従事者 30,220
09 電工 117,836 36 配管工 71,638 型枠大工 28,300
10 鉄筋工 45,695 37 はつり工 6,847 左官 25,370
11 鉄骨工 14,404 38 防水工 27,726 鉄筋作業従事者 19,720
12 塗装工 30,018 39 板金工 19,467 機械組立従事者 14,890
13 溶接工 15,582 40 タイル工 5,555 クレーン・ウインチ運転従事者 13,370
14 運転手（特殊） 54,814 41 サッシ工 4,993 運搬従事者 12,060
15 運転手（一般） 16,638 42 屋根ふき工 2,179 清掃従事者 11,850
16 潜かん工 417 43 内装工 64,018 植木職，造園師 11,090
17 潜かん工世話役 60 44 ガラス工 5,410 鉄道線路工事従事者 9,950
18 さく岩工 86 45 建具工 12,494 ブロック積・タイル張従事者 9,880
19 トンネル特殊工 3,243 46 ダクト工 13,539 屋根ふき従事者 6,820
20 トンネル作業員 4,693 47 保温工 14,395 その他の定置・建設機械運転従事者 6,460
21 トンネル世話役 742 48 建築ブロック工 5,459 警備員 1,420
22 橋りょう特殊工 3,817 49 設備機械工 21,145 畳職 240
23 橋りょう塗装工 1,223 50 交通誘導警備員A 1,232
24 橋りょう世話役 1,838 51 交通誘導警備員B 2,218
25 土木一般世話役 25,645 52～ その他計 247,306
26 高級船員 1,520
27 普通船員 2,335

※赤字は上位10職種

技能者総数 1,362,920

CCUSに登録される職種
（大分類）

技能者数
CCUSに登録される職種

（大分類）
技能者数

職業小分類 建設技能者＊

＊建設技能者該当職業小分類の者について、大分類建設業を選択

したもの。

出典：建設業振興基金（2024年1月末技能者登録数)

令和2(2020)年度国勢調査より

国土交通省調べ



公共工事におけるＣＣＵＳ活用の促進

国直轄工事 地方公共団体 独法・特殊会社

国土交通省より、独立行政法人
等に対してCCUS活用を周知
（R２年４月）

○ ＵＲ都市機構においてＲ３年度から原
則全ての新規建設工事で推奨モデル
工事を実施（Ｒ３年度：20件で適用）

○ 水資源機構においてR３年度に義務化
モデル工事を１件実施。その他本社契
約の土木一式工事は推奨モデル工事
として原則実施

○ Ｒ３年度より、NEXCO西日本、東日本
において義務化モデル工事開始。
また阪神高速道路において活用推奨
モデル工事を実施（R３年度：38件）。

○ 鉄道・運輸機構においてR３年度から
義務化及び推奨モデル工事を実施

○ 国立大学法人でも実績（京教大等）

【都道府県の導入・検討状況】

※ 市町村に対しても要請し、都道府県公契連で
の周知に加え、人口１０万以上の全ての市区
に対して国から直接ヒアリング等を実施

国土交通省より、直轄事業での
モデル工事や先行する県による
総合評価での加点等を踏まえた
取組を要請（R２年４月）

評価の導入等を検討
【4団体】

＋22団体

R6.2時点
導入表明
【43団体】

R3.3時点導入表明

【21団体】

R２年度より、モデル工事を試行

事業者登録率・技能者登録率・就業履
歴蓄積率（カードタッチ率）を確認の上、
達成状況により工事成績評定で加点

（令和6年2月9日現在 国土交通省調べ)

○建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及・活用により、技能者の処遇改善等を図るため、技能者側のメ
リット向上（建退共との連携等）に加え、公共工事発注者によるモデル工事等によりCCUSの利用を促進

○国の直轄モデル工事のほか、都道府県や独法・特殊会社でモデル工事等の導入が広がってきており、今
後、さらに地方公共団体等を中心として取組を加速化

【土木工事】（R4年度実績・予定（R5.2末現在）、青字はR4.7より）

○ CCUS義務化・活用推奨モデル工事
（義務化：７６件、WTO対象工事）
（活用推奨：９４件、Bランク以上）

○ 地元業界の理解がある４５都道府県におい
て、直轄Cランク工事でのモデル工事を試行
（活用推奨：２１４件、Cランク工事）

○ 農水省もR5.1以降入札公告分から試行

【営繕工事】（R４年度契約）

○ CCUS活用推奨モデル営繕工事
（全国で４２件）

【港湾・空港工事】（R4年度契約）

○ CCUS活用モデル工事
（全国で１１９件）

○ ４３道府県が企業評価の導入等を表明、
他の全ての都道府県も検討を表明

一般土木工事の本官発注分※について、原則モデル工事を実施
※ 北海道開発局においては、そのうち予定価格が2.5億円以上の工事が対象

これ以外の工事（分任官発注分を含む）については、建設業界
の要望や理解の状況を十分踏まえた上で、モデル工事を実施

カードリーダー設置費用、現場利用料（カードタッチ費用）につい
て、実績に基づき、発注者が負担（すべてのモデル工事で実施）



直轄Ｃランク工事でのモデル工事について、地元建設業協会の理解が得られた４５都道府県で実施予定。

都道府県発注工事は、４３道府県が企業評価の導入等を表明し、他の全ての都道府県においても導入の検討を表明

※モデル工事の工事成績評定での加点（24道府県）、総合評価における加点（21府県）、入札参加資格における加点（15県）、カードリーダ等費用補助（18道県）

Ｒ２年４月より、総合評価方式での工事発注において「建設
マネジメント」の項目として0.25点加点（Ｒ2年度は予定価格
8000万円以上が対象） 等

【長野県】 総合評価等において加点

総合評価方式において、「ＣＣＵＳの元請企業の事業者登録

と活用」を実施する場合に加点評価 （試行）
※現場にリーダーを設置し、技能者が利用する場合に評価

【滋賀県】 総合評価において加点

Ｒ２年４月より、総合評価方式の公
告案件で、ＣＣＵＳの活用を加点項
目に追加

【福島県】 総合評価において加点

県土整備部発注工事（土木一式工事）において総合評価で
加点 （試行）

【山梨県】 総合評価において加点

【静岡県】 総合評価等において加点

総合評価方式での工事発注において、
元請がCCUSに事業者登録している
場合に「企業の施工能力」の項目として
0.5点加点

■評価実施
■今後検討

都道府県発注工事でのモデル工事等の実施状況

Ｒ３年４月より、土木部発注の全工事
を受注者希望の推奨工事に位置
づけ。うち20件程度に発注者指定の
義務化工事を適用。また、総合評価
方式において事業者登録を加点

【宮城県】 全工事の成績評定及び
総合評価において加点

Ｒ２年８月以降、大規模工事等を対象として、国の基準に
準じた義務化モデル工事と活用推奨モデル工事を実施

【宮崎県】 国と類似のモデル工事を実施

都道府県名
国直轄
Ｃランク
工事

都道府県工事での
評価等

都道府県名
国直轄
Ｃランク
工事

都道府県工事での
評価等

北海道 ● ●★ 滋賀県 ● ◎

青森県 △ 京都府 ● ●◎

岩手県 ● ●★ 大阪府 ● ◎

宮城県 ● ●◎★ 兵庫県 ● ◎○

秋田県 ● ◎○ 奈良県 ● ◎

山形県 △ 和歌山県 ● ○

福島県 ● ●◎ 鳥取県 ● ◎★

茨城県 ● ● 島根県 ● ●◎★

栃木県 ● ●◎ 岡山県 ● ●

群馬県 ● ●◎○★ 広島県 ● ●◎

埼玉県 ● ●○★ 山口県 ● ●

千葉県 ● ●★ 徳島県 ● ○

東京都 ● △ 香川県 ● ◎★

神奈川県 ● ◎★ 愛媛県 ● ●★

新潟県 ● ○ 高知県 ● ○

富山県 ● △ 福岡県 ● ○★

石川県 ● ○ 佐賀県 ● ★

福井県 ● ●○ 長崎県 ● ◎

山梨県 ● ◎ 熊本県 ● ●★

長野県 ● ◎○ 大分県 ● ★

岐阜県 ● ●★ 宮崎県 ● ●◎○★

静岡県 ● ●◎○ 鹿児島県 ● ●◎

愛知県 ● ○● 沖縄県 ● ●

三重県 ● ●★

元請のカードリーダー設置のほか、下請事業者や技能者の
登録等を工事成績評定の加点条件とするモデル工事を、発
注者指定型と受注者希望型の２方式で実施

【群馬県】 モデル工事を実施

＜直轄Ｃランク工事＞
● 都道府県建設業協会が賛同
○ 協会において検討中
※カードリーダ等の費用は発注者が負担

※北海道は0.5億～2.5億円

※赤枠は令和５年４月以降に表明されたもの

＜都道府県工事での評価等＞
● モデル工事等工事成績評定での加点
◎ 総合評価における加点

○ 入札参加資格での加点
★ カードリーダ等費用補助
△ 検討中
※赤文字は令和５年４月以降に導入を表明されたもの

Ｒ３年４月より、土木部発注の全工事を受注者
希望型モデル工事を試行。事業者登録、技能
者登録、カードリーダー設置等を工事成績評定
にて加点

【岡山県】 全工事の成績評定において加点

都道府県におけるＣＣＵＳに係るモデル工事等の状況

市町村発注工事でのモデル工事等の実施状況

●モデル工事等工事成績評定での加点：さいたま市、横浜市、名古屋市、岡山市、北九州市など
◎総合評価における加点：仙台市、さいたま市、浜松市、堺市、広島市、茅ヶ崎市、熊本市など
〇入札参加資格での加点：川崎市、千葉市、相模原市、郡山市など

（令和6年2月9日現在）



直轄Ｃランク工事でのモデル工事について、地元建設業協会の理解が得られた４５都道府県で実施予定

都道府県発注工事：４３団体が企業評価の導入等を表明

指定都市発注工事：１９団体で企業評価の導入等を表明

都道府県名
国直轄
Ｃランク
工事

都道府県発注工事における

都道府県名
国直轄
Ｃランク

工事

都道府県発注工事における

工事成績評
定での加点

総合評価に
おける加点

入札参加資
格での加点

カードリーダ
等費用補助

工事成績評
定での加点

総合評価に
おける加点

入札参加資
格での加点

カードリーダ
等費用補助

北海道 ● ● ● 滋賀県 ● ●

青森県 京都府 ● ● ●

岩手県 ● ● ● 大阪府 ● ●

宮城県 ● ● ● ● 兵庫県 ● ● ●

秋田県 ● ● ● 奈良県 ● ●

山形県 和歌山県 ● ●

福島県 ● ● ● 鳥取県 ● ● ●

茨城県 ● ● 島根県 ● ● ● ●

栃木県 ● ● ● 岡山県 ● ●

群馬県 ● ● ● ● ● 広島県 ● ● ●

埼玉県 ● ● ● ● 山口県 ● ●

千葉県 ● ● ● 徳島県 ● ●

東京都 ● 香川県 ● ● ●

神奈川県 ● ● ● 愛媛県 ● ● ●

新潟県 ● ● 高知県 ● ●

富山県 ● 福岡県 ● ● ●

石川県 ● ● 佐賀県 ● ●

福井県 ● ● ● 長崎県 ● ●

山梨県 ● ● 熊本県 ● ● ●

長野県 ● ● ● 大分県 ● ●

岐阜県 ● ● ● 宮崎県 ● ● ● ● ●

静岡県 ● ● ● ● 鹿児島県 ● ● ●

愛知県 ● ● ● 沖縄県 ● ●

三重県 ● ● ●

（令和6年2月9日現在）

＜直轄Ｃランク工事＞
● 都道府県建設業協会が賛同
○ 協会において検討中

※北海道は0.5億～2.5億円

国土交通省調べ 等

＜都道府県・指定都市工事での企業評価等＞
● 導入済
○ 導入予定

令和５年４月以降実施・同意

都道府県・指定都市におけるＣＣＵＳに係るモデル工事等の状況

指定都市名
工事成績評定

での加点
総合評価にお

ける加点
入札参加資格

での加点
カードリーダ等

費用補助

札幌市 ●

仙台市 ●

さいたま市 ● ● ●

千葉市 ● ● ●

横浜市 ● ●

川崎市 ● ●

相模原市 ●

新潟市

静岡市 ●

浜松市 ●

名古屋市 ●

京都市 ●

大阪市 ●

堺市 ●

神戸市 ●

岡山市 ● ●

広島市 ●

北九州市 ●

福岡市 ●

熊本市 ●

都道府県におけるCCUSに係るモデル工事等の状況 指定都市におけるCCUSに係るモデル工事等の状況



福島県川内村（人口：0.2万人）
宮城県大衡村（人口：0.6万人）

モデル工事実施 総合評価加点 入札参加資格

○ 企業の地域貢献・社会性等区分において、
CCUS登録があれば１点加点。

福島県 郡山市
（中核市、人口：32.8万人）

（令和6年1月末現在 国土交通省調べ)

○ 「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針の一部変更について」 （令和４年５
月２０日付閣議決定）を受け、市区町村等の地方公共団体に対して「公共工事の入札及び契約の適正化の
推進について」（令和４年６月１日付）を発出し、CCUS活用のための必要な条件整備を要請。

○ 今後、都道府県公契連などを通じて取組を加速化。

市区町村発注工事におけるＣＣＵＳ活用の促進

○ 設計価格５千万円超の工事において、
原則活用推奨モデル工事を実施。

○ 実施基準は①元請事業者のCCUS登録、
②１名以上の技能者登録、③当該現場の登
録、④当該現場での30日以上の就業履歴
情報登録。

○ 実施基準を満たした場合、工事成績評定
で2点加点。義務化モデル工事においての
み、未達の場合は1点減点。

栃木県宇都宮市（人口：51.8万人）
三重県津市（人口：27.5万人）
東京都調布市（人口：24.2万人）

他導入市区町村：

青森県 八戸市
（中核市、人口：22.3万人）

東京都世田谷区（人口：94.4万人）
東京都大田区（人口：74.8万人）

東京都八王子市（中核市、人口：57.9万人）
愛知県豊田市（中核市、人口：42.2万人）
大阪府豊中市（中核市、人口：40.2万人）
福島県いわき市（中核市、人口：33.2万人）

三重県津市（人口：27.5万人）
東京都府中市（人口：26.2万人）
神奈川県平塚市（人口：25.8万人）
千葉県流山市（人口：20.0万人）
広島県尾道市（人口：13.1万人）
静岡県富士宮市（人口：12.8万人）
鹿児島県奄美市（人口：4.1万人） 等37市区

計45自治体

○ 事業者登録を行っている企業について、
経営意欲項目の主観点を５点加点。

長野県 上田市
（人口：15.4万人）

経費補助

千葉県船橋市（中核市、人口：64.3万人）
福島県郡山市（中核市、人口：32.8万人）

宮崎県日向市（人口：5.9万人）
長野県須坂市（人口：4.9万人）
鹿児島県日置市（人口：4.7万人）
島根県安来市（人口：3.7万人）
岩手県遠野市（人口：2.5万人）
秋田県にかほ市（人口：2.3万人）
山形県村山市（人口：2.3万人） 等12市

福島県郡山市（中核市、人口：32.8万人）
三重県津市（人口：27.5万人）
東京都調布市（人口：24.2万人） 計22自治体

和歌山県かつらぎ町（人口：1.5万人）
福岡県大刀洗町（人口：1.5万人）
岩手県山田町（人口：1.4万人） 等6町

和歌山県かつらぎ町（人口：1.6万人）
福岡県大刀洗町（人口：1.5万人）
岩手県山田町（人口：1.4万人）
山形県三川町（人口：0.8万人）
熊本県高森町（人口：0.6万人）
北海道豊富町（人口：0.4万人） 等９町

計4自治体

他導入市区町村： 他導入市区町村：

計3自治体



 

 
 

                                                                 
 

建設キャリアアップシステムの運営状況について 
 
 
１ 登録数・登録状況 
 
 2024 年 2 月

登録数 
登録状況 

2024 年 2 月末 2023 年 3 月末 2023 年度(累計） 
技能者 19,956 1,382,876 1,140,762 242,114 
事業者 2,901 255,752 217,537 38,215 

 一人親方除く 1,767 170,989 147,850 22,796 
※１：技能者・事業者の都道府県別の登録状況等は、別紙参照。 
※２：「事業者（一人親方除く）」の数は、登録済事業者が法人・個人事業主と一人親方の区分の変

更を行う場合があり、「登録数」を積み上げた数と「2023 年度(累計）」が一致しないことが
ある。 

                          
２ 利用状況 
 
 2024 年 2 月 2024 年 1 月 2023 年 12 月 2023 年度(累計） 
新規登録現場数 5,474 13,392 3,939 61,656 

 
 2024 年 2 月 2024 年 1 月 累計 

運用開始以降 2023 年度 
就業履歴数 4,508,868 4,179,895 128,576,508 48,748,936 
※現場 ID 登録数及び就業履歴数の推移は、別紙参照。 
 
３ サポート状況 
 
（１）登録・現場利用に係るサポート体制 
・認定登録機関 238箇所 
・CCUS認定アドバイザー331名  
・CCUS登録行政書士 1,014名 

 
（２）説明会・登録会 
・Web説明会「CCUSサテライト説明会」を定期的に開催。参加者数は延べ 10,287名（2020
年 9月～2024年 2 月）。 

・CCUS モデル工事等の現場において、元請事業者が必要とするサポート内容に応じた登録
会、実践会等を実施。また、都道府県建設業協会が主催する説明会、現場運用の体験会等
を実施。 

・建退共の電子申請方式と CCUSのデータ連携に係る新機能（下記４の（４）参照）の供用
等を踏まえ、新機能の説明会（建退共主催）を実施。 

 
（３）インターネット 
・HPに、各種資料等の掲載、登録事業者検索機能（商号又は名称、所在地情報）の設定。 
・YouTubeに「CCUSチャンネル」を開設し、説明・紹介動画を 61本掲載。 

 

 

 

2024年 3月 8日 
（一財）建設業振興基金 

建設キャリアアップシステム事業本部 



 

 
 

 
４ システムの機能 
 
（１）建レコ（就業履歴登録アプリ）標準カードリーダー 
   ・５機種販売中（windows対応２機種、windows・iOS対応 2機種、iOS 対応１機種） 

（Windows対応のうち１機種は、8月 31日に供用開始した約 3,500円のもの） 
（２）iPhoneのカードリーダー化  
   ・建レコがインストールされた iPhoneに CCUSカードをタッチすることで就業履歴を 

蓄積することが可能になるよう 2024年 1月に建レコに機能を追加、これを利用する 
とカードリーダーは不要 

（３）カードリーダーへの“ロギング機能”の導入 
   ・“ロギング機能”とは、カードリーダーに就業履歴を一時蓄積する機能であり、これを  

活用すれば、現場にはカードリーダーさえあればよく、パソコン等は不要 
・建レコに対応しているカードリーダーのうち 2機種(各 Windows版、iOS 版)で導入 
（１機種は供用済、もう 1機種は Windows版のみ供用済であり iOS版は準備中） 

（４）安全書類の出⼒機能の拡張 
・CCUSの安全書類出力機能について、元請事業者・下請事業者が保有する情報を CCUS  
へデータ入力することにより、全建統一様式（改訂５版）に準じた「安全書類」の全 
項目が CCUSで出力できるよう 9月に機能拡張（一度入力すれば、何度でも出力可能） 

（５）建退共電子申請との連携 
   ・CCUSの就業履歴を、元請や一次下請企業が一括して建退共の掛金充当に活用する「元 

請一括作業方式」・「一次下請一括作業方式」、CCUSに未登録の就業履歴を、建退共の 
就労実績から登録できる「R方式（一覧データ登録方式）」を供用中 

（６）民間システムとの連携（ＡＰＩ連携）：別表参照 
   ・2024年 2月に「1-Touch」及び「Face Pass Cam」を新たに認定 
 
５ 最近のトピックス 
（１） 公募しておりました CCUS現場ステッカーデザインにつきましては、一般部門（中学生

以上）142 作品、高校生部門 35 作品、こども部門（小学生以下）4 作品と多数の応募
をいただき、ありがとうございました。このうち建設業振興基金による一次審査で選定
した、一般部門 29 作品、高校生部門 20 作品につきまして、皆様の投票による選定を
実施しますので是非投票をお願いします。（投票期間 2024 年 3月 1日～3月 14 日） 
https://www.ccus.jp/attachments/show/65dbef14-7d44-4540-987e-7be1c0a8081b 
 

（２）令和 6 年能登半島地震で亡くなられた方々に心からお悔やみを申し上げるとともに、被 
災された全ての方々にお見舞いを申し上げます。本災害で災害救助法の適用を受けた新 
潟県、富山県、石川県及び福井県内の現場及び事業者を対象とし CCUS の運用に関し、 
特例措置を設けました。 
https://www.ccus.jp/attachments/show/659e5265-3c98-41bd-a52c-05a9c0a8081b 

 
（３）CCUS の事業者登録の有効期限は５年であり、初期に登録をいただいた事業者から順次 

更新期を迎えるため、10 月 1 日から更新手続きができるようになりました。CCUS は
技能者の処遇改善等につなげるための業界共通の制度インフラとして、今後ますます活
用が期待されるシステムですので、是非確実に更新手続きを行っていただきますよう、
よろしくお願いいたします。 
https://www.ccus.jp/attachments/show/65151684-1720-4dce-81aa-52b2c0a8081b 
 



 

 
 

 
 
（４）小規模現場での CCUSへの就業履歴蓄積を促進するため、電話により就業履歴を蓄積で 

きる認定システムであるキャリアリンクの簡易版を、次の料金でご利用いただける期間
限定のキャンペーンとして、2023 年 10 月 16日から開始しました。この機会に活用
をご検討ください。 
「初期費用/月額出面課金 ：無料」 
「基本料金（年間定額）  ：15,000 円（税抜）（16,500 円（税込））」  
https://www.ccus.jp/attachments/show/6528e981-1d58-43aa-9f3a-1bc6c0a8081b 

 

 別表  

CCUSと民間システムとの連携（API連携）一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※施工体制情報・施工体制技能者情報を CCUS と連携していない API 連携システムを利用する場合、別途 CCUS
上で施工体制登録・施工体制技能者登録等を行うことにより、就業履歴に職種と立場の情報が付加され、能力評価
に有効な就業履歴として CCUS に登録されることになります。 
 



技能者・事業者登録状況（都道府県別） 2024/2/29

技能者（現住所） 事業者（所在地）

No 都道府県 技能者登録 No 都道府県
一人親方除く

1,382,876 255,752 170,989
1 北海道 71,556 1 北海道 10,262 7,770
2 青森県 18,790 2 青森県 1,879 1,522
3 岩手県 17,799 3 岩手県 1,861 1,388
4 宮城県 41,084 4 宮城県 5,467 4,147
5 秋田県 9,538 5 秋田県 1,222 1,012
6 山形県 10,705 6 山形県 1,454 1,087
7 福島県 33,287 7 福島県 3,622 3,056
8 茨城県 28,505 8 茨城県 5,062 3,638
9 栃木県 17,744 9 栃木県 3,499 2,432

10 群馬県 17,577 10 群馬県 3,456 2,435
11 埼玉県 93,072 11 埼玉県 17,162 10,390
12 千葉県 77,736 12 千葉県 12,436 8,193
13 東京都 133,994 13 東京都 29,823 19,042
14 神奈川県 99,847 14 神奈川県 19,466 12,226
15 新潟県 22,528 15 新潟県 2,809 2,313
16 富山県 11,435 16 富山県 1,892 1,426
17 石川県 13,879 17 石川県 2,776 1,704
18 福井県 9,647 18 福井県 1,615 1,203
19 山梨県 8,025 19 山梨県 1,389 1,021
20 長野県 18,559 20 長野県 3,274 2,353
21 岐阜県 23,443 21 岐阜県 4,469 2,967
22 静岡県 33,435 22 静岡県 7,017 4,641
23 愛知県 85,887 23 愛知県 18,466 11,350
24 三重県 19,053 24 三重県 4,067 2,687
25 滋賀県 8,933 25 滋賀県 1,767 1,167
26 京都府 20,351 26 京都府 4,790 3,015
27 大阪府 99,195 27 大阪府 22,010 13,366
28 兵庫県 43,233 28 兵庫県 9,393 5,987
29 奈良県 8,096 29 奈良県 1,469 976
30 和歌山県 5,525 30 和歌山県 1,030 759
31 鳥取県 5,506 31 鳥取県 814 640
32 島根県 8,163 32 島根県 1,005 792
33 岡山県 20,084 33 岡山県 4,039 2,804
34 広島県 36,151 34 広島県 7,898 4,952
35 山口県 15,092 35 山口県 3,036 2,150
36 徳島県 7,821 36 徳島県 1,405 978
37 香川県 12,631 37 香川県 2,129 1,485
38 愛媛県 13,198 38 愛媛県 2,377 1,690
39 高知県 6,719 39 高知県 1,034 692
40 福岡県 56,194 40 福岡県 11,445 7,648
41 佐賀県 9,156 41 佐賀県 1,328 970
42 長崎県 12,047 42 長崎県 2,406 1,723
43 熊本県 16,860 43 熊本県 2,674 2,039
44 大分県 9,408 44 大分県 1,433 1,174
45 宮崎県 12,094 45 宮崎県 1,775 1,463
46 鹿児島県 18,519 46 鹿児島県 2,638 1,976
47 沖縄県 20,775 47 沖縄県 3,412 2,540

合計 合計

事業者登録数



/

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
2021 2022 2023 2024

27265

24301

30456
31261

27316

32562

36028

33660

29479

19784

22688

24618 24754

20412

24485

22837

21206

26025 25782

23818 23547

17841

21391

29896

25184 24972

27258

23708

20060

22523
21451 21532

19190

16280

19956

技能者登録数

1,382,876

※技能者情報のID数、ID発⾏⽇から作成。 2024年2⽉29⽇ 現在

（累計数）



/

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
2021 2022 2023 2024

3385
3074

3846

4459

3527

4484

3215 3237

2678 2514
2839

3327
3043

2325
2631

2293 2337 2484
2893 2769 2821

2296 2246

3134

2435 2576
2853

2150

1649
1907

2308
1901 1728

1522
1767

2445

1914

2970

3062

2461

2441

1938 1813

1596
1531

1459

1882

1945

1595

1635

1472 1421
1576

1807
1618 1639

1237 1292

1830

1816
1877

1904

1494

1075

1365

1401

1204
1093

1056

1134

事業者登録数

255,752

※事業者情報の承認⽇から作成。
2024年2⽉29⽇ 現在

⼀⼈親⽅

84,763
法⼈・個⼈事業主

170,989（累計数）



/

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
2021 2022 2023 2024

2456
2038

2386 2334
2002

2341
2631 2569

2281 2274 2338

3749

4447

3542 3671 3702 3733
4046 4000

3555
3269

3032 3166

5296 5452

4001

4691 4646 4824

5287 5372

4578

3939

13392

5474

現場ID登録数

170,664

※テストデータ（開発会社、振興基⾦）除外済 2024年2⽉29⽇ 現在

（累計数）



/

0M

1M

2M

3M

4M

5M

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
2022 2023 2024

2,334K

2,581K

3,134K
3,047K

2,688K

3,418K 3,425K

3,058K

3,543K

3,802K
3,905K

3,590K

3,336K
3,480K

4,377K
4,273K

3,709K

4,551K
4,634K

4,066K

4,670K
4,810K

4,887K

4,460K

4,180K

4,509K

就業履歴数

128,576,508 累計

就業履歴
2024年3⽉1⽇ 現在



（１）最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

（２）４月から適用される時間外労働の上限規制に対応するために必要な費用を反映

令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価について

※「主要12職種」とは通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値で算出

職種 全国平均値 令和５年度比 職種 全国平均値 令和５年度比

特 殊 作 業 員 25,598円 ＋６．２％ 運転手（一般） 23,454円 ＋７．２％

普 通 作 業 員 21,818円 ＋５．５％ 型 わ く 工 28,891円 ＋６．６％

軽 作 業 員 16,929円 ＋６．３％ 大 工 27,721円 ＋４．９％

と び 工 28,461円 ＋６．２％ 左 官 27,414円 ＋５．０％

鉄 筋 工 28,352円 ＋６．６％ 交通誘導警備員Ａ 16,961円 ＋６．４％

運転手（特殊） 26,856円 ＋６．３％ 交通誘導警備員Ｂ 14,909円 ＋７．７％

主要１２職種

全国

全 職 種 （23,600円）令和５年３月比；＋５．９％（平成24年度比；＋７５．３％）

主要12職種※（22,100円）令和５年３月比；＋６．２％（平成24年度比；＋７５．７％）

単価設定のポイント
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19,121 19,116 
18,584 

16,263 
15,871 

15,394 
14,754 

14,166 13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 

15,175 

16,190 
16,678 

17,704 
18,078 

18,632 
19,392 

20,214 20,409 
21,084 

22,227 

23,600 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価について

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 R05 R06 H24比

全 職 種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5%→+1.2% → +2.5% → +5.2% → +5.9% +75.3%

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3%→+1.0% → +3.0% → +5.0% → +6.2% +75.7%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

１２年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）



「公共工事設計労務単価」と「雇用に伴う必要経費」の関係

基本給相当額
（日額相当）

基準内手当
（日額相当）

臨時の給
与の日額
換算

（賞与等）

実物
給与

（食事等）

含まれな
い手当等

（超過勤
務手当
等）

法定
福利費
（個人負担分）

労働者本人が受け
取るべき賃金
（≒労務単価）

この他に事業主が
支払う人件費
（必要経費）

● 労働者本人が受け取るべき賃金を基に、日額換算値（所定内労働時間8時間）として労務単価を設定
⇒ 例えば、日給制の労働者が受け取る日当よりも広い概念。法定福利費も全額反映

● 労務単価には、事業主が負担すべき必要経費（法定福利費、安全管理費等）は含まれていない。

● 事業主が下請代金に必要経費分を計上しない、又は下請代金から必要経費を値引くことは不当行為

法定
福利費

（事業主負担分）

新単価の加重平均 23,600円（100%）

労務
管理
費等

現場作業に
かかる経費

（安全管理費等）

9,676円（41%）

5,428円（23%） 4,248円（18%）

労務単価が23,600円（100%）の場合
には、事業主が労働者一人の雇用に
必要な経費は、33,276円（141%）に
なることに留意が必要

約15～16%

15～16%

※イメージ図



・公共工事設計労務単価は、国、自治体等が公共工事の予定価格を積算する際に用いる単価
・建設労働者等の賃金相当額であって、労働者の雇用に伴う賃金以外の必要経費分※は含まれていない

（必要経費分は、別途、共通仮設費、現場管理費の項目で積算される）

積算体系

請負工事費
消費税相当額

工事価格

一般管理費等

工事原価

間接工事費
共通仮設費

現場管理費

直接工事費 【歩掛×単価】
労務単価
資材単価
機械経費

歩掛（数量） ×

建設労働者等の雇用に伴う必要経費を含む金額の参考公表

建設労働者等が受け取る賃金をもとに設定している公共工事
設計労務単価が、労働者の雇用に伴い必要な賃金以外の経
費を含んだ金額と誤解され、必要経費分の値引きを強いられ
る結果、技能労働者に支払われる賃金が低く抑えられている
との指摘がある。

公共工事設計労務単価と、労働者の雇用
に伴う必要経費を含む金額とを並列表示し、
公共工事設計労務単価には必要経費が含
まれていないことを明確化する。

労働者の雇用に伴い必要な経費の内訳

並列表示イメージ

労働者の雇用に伴う
必要経費が含まれる

上段 ：公共工事設計労務単価
（下段） ：公共工事設計労務単価＋必要経費

その他人件費 福利厚生費等

現場作業にかかる経費

労務費（賃金） 100%

（注１）数値は、全国調査を基に試算した参考値
（注２）上記のうち、少なくとも労務費（賃金）及び法定福利費は、実際の施工に当た

る技能労働者を雇用する建設企業が負担する費用である

41%

23%

18%

法定福利費、労務管理費 等

安全管理費、宿舎費、送迎費 等

（労働者が負担する保険料を含んでいる）

（必要経費）

現状

課題 対策

（予定価格）

※労働者の雇用に伴う必要経費 ： 法定福利費、労務管理費、安全管理費など

＋

都道府県名 普通作業員
交通誘導
警備員A

18,100 12,600

(25,400) (17,700)

19,200 12,800

(27,000) (18,000)

19,200 13,000

△△県

□□県



【技能者の能力評価】 能力評価制度の概要

＜現場での技能・経験の蓄積＞

◎ 知識・技能 （保有資格）
◎ 経験 （就業日数）
◎ マネジメント能力
（登録基幹技能者講習・職長経験）

建設キャリアアップシステムに
技能者の技能と経験を蓄積 技能者の技能レベルに応じた4段階のカードを発行

高度なマネジメント
能力を有する技能
者（登録基幹技
能者等）

職長として現場
に従事できる技
能者

中堅技能者
（一人前の技能者）

初級技能者
（見習い）

○建設キャリアアップシステムに登録される技能者の技能と経験について能力評価を実施しています

○評価は、国土交通大臣が認定した評価基準に基づき、分野ごとの能力評価実施団体が行います

※建設技能者の能力評価制度は「建設技能者の能力評価制度に関する告示」（平成31年３月29日）及び「建設技能者の能力評価制度に関するガイドライン」に基づき実施されます

（注１） 令和３年４月以降に技能者登録を行った建設技能者の方は、能力評価を受けるためには、まず建設キャリアアップシステムの技能者登録（詳細型）を行ってあることが必要です
（注２） 評価の対象となる『就業日数』『職長・班長としての経験日数』については、建設キャリアアップシステムの利用開始前の経験について、経過的な措置として、所属事業者等による経

歴証明により確認された情報を活用することができます（経過的な措置は令和６年３月31日までに行う申請について適用されます）
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○技能者の能力評価は、能力評価制度推進協議会のもと、職種ごとの能力評価実施団体が行います。評価の申請は、
職種ごとの能力評価実施団体に対して建設技能者の方（注）が行っていただくこととなります。
（注）評価の申請は所属事業者等が代行して行うことが可能です

○ 評価の対象職種及び能力評価の申請手続は、国交省ＨＰを確認の上、各能力評価実施団体ＨＰの手続きに沿って
ご確認ください。 ※国交省ＨＰ https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_fr2_000040.html

建設技能者の手続き概要

※ 『能力評価制度推進協議会』は、能力評価実施機関３７職種５１団体が構成員となり、能力評価制度の推進等を図る協議会。
※申請者あてに発行後のカードが到着するまで、おおむね１か
月～２か月程度の見込みとなります。

①評価手数料の振込み
（能力評価制度推進協議会あて口座に振込み ）

②能力評価の申請
（各能力評価実施団体に対して、直接申請）

（郵送、メール及びＷＥＢ）

必要な申請書類
① （建設技能者の）CCUS技能者登録画面の写し
②能力評価申請書兼キャリアアップカード交付申請書
③手数料の振込明細 （※振込時の領収書等を添付）
④経歴証明書 （注） 等

申請書類様式は、各能力評価実施団体ＨＰよりダウン
ロードできます

（注） ④「経歴証明書」はＣＣＵＳ利用開始前の経験の
評価を求める場合に必要となります

③ 能力評価実施団体にて能力評価審査を実施

④ （能力評価を反映した）カードの発行
※別途、「能力評価（レベル判定）結果通知書」が申請者に
送付されます

能力評価の実施フロー

（一財）建設業振興基金

能力評価制度推進協議会

申
請
者

職種ごとの
能力評価実施団体

(委託による実施含む)

結果通知

① 手数料振込み
建設キャリアアップ
システム（CCUS）

【事業者情報】
【技能者情報】

【現場情報】

○ 経験（就業日数）
○ 知識・技能（保有資格等）
○ マネジメント能力
（職長や班長としての就業日数）

判定結果

④ カード発行

② 能力評価の申請

③ 申請情報・能力評価基準を審査

能力評価基準
『就業日数』
『保有資格等』
『職長や班長としての就業日数』

【技能者の能力評価】 申請手続きの概要



最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

基礎工
全国基礎工事業団体連合会
日本基礎建設協会

土工 日本機械土工協会

発破・破砕 日本発破・破砕協会

圧入 全国圧入協会

03 コンクリート圧送工 コンクリート圧送 全国コンクリート圧送事業団体連合会

04 コンクリートカッター工 切断穿孔 ダイヤモンド工事業協同組合

06 さく井工 さく井 全国さく井協会

08 ボーリング工 グラウト 日本グラウト協会

10 グラウト工 グラウト 日本グラウト協会

土工 日本機械土工協会

（PC） プレストレスト・コンクリート工事業協会

13 地盤改良工事工 グラウト 日本グラウト協会

17 グラウト工（薬液注入） グラウト 日本グラウト協会

18 グラウト工（ジェットグラウト工） グラウト 日本グラウト協会

19 グラウト工（岩盤注入） グラウト 日本グラウト協会

11 土工

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

01 特殊作業員

01 特殊作業員

1 / 15 ページ

最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

PC プレストレスト・コンクリート工事業協会

基礎工
全国基礎工事業団体連合会
日本基礎建設協会

発破・破砕 日本発破・破砕協会

圧入 全国圧入協会

02 掘削工 基礎工
全国基礎工事業団体連合会
日本基礎建設協会

01 造園工

02 造園修景工

03 公園設備工

04 植栽工

05 芝張工

06 植木職

02 普通作業員
01 普通作業員

04 造園工 造園
日本造園建設業協会
日本造園組合連合会

2 / 15 ページ
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令和６年２月、「計装工事技能者」が新たに追加され、４２分野で能力評価基準が策定されています。




最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

とび
日本建設躯体工事業団体連合会
日本鳶工業連合会

（橋梁） 日本橋梁建設協会

（PC） プレストレスト・コンクリート工事業協会

圧入 全国圧入協会

02 足場とび工 解体 全国解体工事業団体連合会

基礎工
全国基礎工事業団体連合会
日本基礎建設協会

圧入 全国圧入協会

07 土止め工 エクステリア 日本エクステリア建設業協会

07 石工 01 石工 エクステリア 日本エクステリア建設業協会

左官 日本左官業組合連合会

02 タイルブロック工

03 特殊ブロック工

01 ブロック工

06 とび工

01 とび工

06 くい打ち工

ブロック工08
エクステリア 日本エクステリア建設業協会

3 / 15 ページ

最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

電気工事 日本電設工業協会

02 電気通信工

05 電話・インターネット工

06 防犯装置工

07 放送装置工

08 火災報知器据付工 消火設備 消防施設工事協会

10 ソーラーシステム取付工 電気工事 日本電設工業協会

15 中央監視盤工 計装工事 日本計装工業会

電気工事 日本電設工業協会

計装工事 日本計装工業会

電気工事 日本電設工業協会

19 計装工（監視制御・計装システム）

鉄筋 全国鉄筋工事業協会

（PC） プレストレスト・コンクリート工事業協会

02 鉄筋圧接工 圧接 全国圧接業協同組合連合会

09 電工

10 鉄筋工
01 鉄筋工

01 電気工

計装工事 日本計装工業会

16 普通作業員（電気工）

17 その他電気設備

計装工事 日本計装工業会
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

建築塗装 日本塗装工業会

（外壁仕上） 日本外壁仕上業協同組合連合会

建築塗装 日本塗装工業会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

基礎工
全国基礎工事業団体連合会
日本基礎建設協会

圧入 全国圧入協会

02 かじ工 解体 全国解体工事業団体連合会

溶接工

12 塗装工

01 塗装工

03 吹付塗装工

01
13 溶接工
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

機械土工 日本機械土工協会

発破・破砕 日本発破・破砕協会

圧入 全国圧入協会

02 しゅんせつ工 海上起重 日本海上起重技術協会

03 コンクリートポンプ車運転工 コンクリート圧送 全国コンクリート圧送事業団体連合会

05 海上工事機械運転工 海上起重 日本海上起重技術協会

機械土工 日本機械土工協会

海上起重 日本海上起重技術協会

発破・破砕 日本発破・破砕協会

海上起重 日本海上起重技術協会

圧入 全国圧入協会

海上起重 日本海上起重技術協会

圧入 全国圧入協会

15 運転手（一般） 04 建設廃棄物運搬工 解体 全国解体工事業団体連合会

18 さく岩工 01 さく岩工 発破・破砕 日本発破・破砕協会

19 トンネル特殊工 01 トンネル工（特殊作業員） トンネル 日本トンネル専門工事業協会

20 トンネル作業員 01 トンネル工（普通作業員） トンネル 日本トンネル専門工事業協会

14 運転手（特殊）

07 くい打機運転工

08 クレーン運転工

01 運転手（特殊）・建設機械運転工

06 掘削機械運転工
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

21 トンネル世話役 01 トンネル工（世話役） トンネル 日本トンネル専門工事業協会

橋梁 日本橋梁建設協会

（PC） プレストレスト・コンクリート工事業協会

23 橋りょう塗装工 01 橋りょう塗装工 建築塗装 日本塗装工業会

橋梁 日本橋梁建設協会

PC プレストレスト・コンクリート工事業協会

PC プレストレスト・コンクリート工事業協会

グラウト 日本グラウト協会

エクステリア 日本エクステリア建設業協会

圧入 全国圧入協会

26 高級船員 01 高級船員 海上起重 日本海上起重技術協会

27 普通船員 01 普通船員 海上起重 日本海上起重技術協会

型枠 日本型枠工事業協会

（PC） プレストレスト・コンクリート工事業協会

03 墨出し大工 建築測量 全国建築測量協会

25 土木一般世話役 01 土木一般世話役

22 橋りょう特殊工 01 橋りょう特殊工

33 型わく工
01 型わく工

24 橋りょう世話役 01 橋りょう世話役
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

01 大工

02 宮大工

03 造作大工

04 組立大工

05 営繕大工

06 木工

07 大工（ツーバイフォー工法）

08 外装大工

09 大工(丸太組工法)

01 左官工 左官 日本左官業組合連合会

建築塗装 日本塗装工業会

左官 日本左官業組合連合会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

左官 日本左官業組合連合会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

（建築塗装） 日本塗装工業会

03 外壁仕上工

34 大工 建築大工

JBN・全国工務店協会
全国建設労働組合総連合
全国住宅産業地域活性化協議会
日本ツーバイフォー建築協会
日本木造住宅産業協会
日本ログハウス協会
プレハブ建築協会

35 左官

02 吹付工
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

01 配管工 配管
日本空調衛生工事業協会
日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

配管
日本空調衛生工事業協会
日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

消火設備 消防施設工事協会

03 配管工（冷暖房） 配管
日本空調衛生工事業協会
日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

配管
日本空調衛生工事業協会
日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

消火設備 消防施設工事協会

05 配管工（プラント）

06 ボイラー設置工

07 ポンプ設置工

08 浄化設備工

計装工事 日本計装工業会

10 水道施設工

11 消防施設工

12 ガス器具取付工

13 冷凍空調設備工 冷凍空調 日本冷凍空調設備工業連合会

36

02 配管工（給排水・衛生）

04 配管工（ガス）

配管
日本空調衛生工事業協会
日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

配管
日本空調衛生工事業協会
日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

配管工

09 計装工（給排水衛生設備）
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能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

14 計装工（計装配管）

15 計装工（監視制御・計装システム）

37 はつり工 01 はつり工 解体 全国解体工事業団体連合会

防水 全国防水工事業協会

左官 日本左官業組合連合会

防水 全国防水工事業協会

建築塗装 日本塗装工業会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

03 シート防水工 防水 全国防水工事業協会

04 アスファルト防水工 防水 全国防水工事業協会

防水 全国防水工事業協会

建築塗装 日本塗装工業会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

防水 全国防水工事業協会

建築塗装 日本塗装工業会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

07 セメント防水工 防水 全国防水工事業協会

05 シーリング防水工

01 防水工

02 塗膜防水工

計装工事 日本計装工業会

06 ウレタン防水工

36 配管工

38 防水工
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

39 板金工 01 板金工 建築板金 日本建築板金協会

左官 日本左官業組合連合会

エクステリア 日本エクステリア建設業協会

タイル張り 日本タイル煉瓦工事工業会

標識・路面標示 全国道路標識・標示業協会

41 サッシ工 01 サッシ工 サッシ・カーテンウォール
日本サッシ協会
建築開口部協会

42 屋根ふき工 01 屋根工 左官 日本左官業組合連合会

01 内装工

02 内装仕上工

04 軽鉄工

06 ボード張り工

07 床張り工

08 壁装（クロス）工

11 フローリング工

12 二重床工

13 表具師

14 経師

15 ブラインド工

16 家具工

43 内装工 内装仕上工事
全国建設室内工事業協会
日本建設インテリア事業協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

40 タイル工 01 タイル工
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能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

01 ガラス工

02 ガラスブロック工

02 シャッター工

03 鋼製建具工

04 カーテンウォール工

01 ダクト工（空気調和設備） ダクト
日本空調衛生工事業協会
全国ダクト工業団体連合会

建築塗装 日本塗装工業会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

04 計装工（空気調和設備） 計装工事 日本計装工業会

全国板硝子工事協同組合連合会
全国板硝子商工協同組合連合会

44

45 建具工 サッシ・カーテンウォール
日本サッシ協会
建築開口部協会

46 ダクト工

ガラス工 硝子工事

03 塗装工（空気調和設備）
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最終更新2024年2月1日

能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

01 保温工

ウレタン断熱 日本ウレタン断熱協会

04 防露工

05 耐火被覆工（湿式）

06 耐火被覆工（乾式）

建築塗装 日本塗装工業会

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会

保温保冷 日本保温保冷工業協会

01 建築ブロック工

02 レンガ工

03 ALC工 ALC ＡＬＣ協会

04 計装工 計装工事 日本計装工業会

10 冷凍空調設備工 冷凍空調 日本冷凍空調設備工業連合会

48 建築ブロック工

日本保温保冷工業協会

07 耐火被覆工（塗装）

47 保温工

エクステリア 日本エクステリア建設業協会

日本保温保冷工業協会

02 熱絶縁工

保温保冷

保温保冷

49 設備機械工
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能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

05 道路標識設置工

06 路面標示設置工(区画線工)

09 フェンス工 エクステリア 日本エクステリア建設業協会

左官 日本左官業組合連合会

エクステリア 日本エクステリア建設業協会

11 運動施設工 運動施設 日本運動施設建設業協会

発破・破砕 日本発破・破砕協会

解体 全国解体工事業団体連合会

発破・破砕 日本発破・破砕協会

解体 全国解体工事業団体連合会

28 解体工（木造建築物） 解体 全国解体工事業団体連合会

29 ひき家工 解体 全国解体工事業団体連合会

34 ＰＣ工 PC プレストレスト・コンクリート工事業協会

36 ウッドデッキ工 エクステリア 日本エクステリア建設業協会

37 切断穿孔工 切断穿孔 ダイヤモンド工事業協同組合

40 仕上多能工 左官 日本左官業組合連合会

41 アスベスト除去工 解体 全国解体工事業団体連合会

26 解体工

27 解体工（コンクリート工作物）
52 その他（施工）

標識・路面標示 全国道路標識・標示業協会

10 エクステリア工（外構工）
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能力評価実施団体

能力評価対象職種一覧
CCUSの技能者登録上の職種コード 能力評価基準の呼称及び能力評価実施団体

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類） 能力評価基準の呼称

43 仮設電気工 電気工事 日本電設工業協会

48 建築測量工 建築測量 全国建築測量協会

53 その他（管理） 05 現場監督（空調衛生その他設備） 消防施設 消防施設工事協会

52 その他（施工）
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2024 年 3月 18日（月） 
一般財団法人建設業振興基金 

建設キャリアアップシステム事業本部 
 

カードリーダーのみで就業履歴を蓄積できる“ロギング機能”の対象カードリーダーを追加しました 
 

・“ロギング機能”は、カードリーダーに就業履歴を一時蓄積する機能です。 
・先般リリースしたDragon_BLE(2023年7月31日 Windows版,10月30日 iOS)、 
BNR01(12月18日 Windows版)に続き、BNR01 iOS版をリリースします。 
・この機能を活用すれば、現場にはカードリーダー（名刺サイズ）さえあればよく、パソコン等は不要と 
なるため、現場での置き場を気にする必要がなくなります。 
・戸建住宅・リフォーム等の現場、舗装工事など詰所等を設けない現場、複数の小口現場を現場管 
理者が巡回する現場のほか、大規模工事の現場でも朝礼などの際に技能者がその場でタッチするな 
ど、様々な活用が期待されます。  

 
【使用方法】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【利用現場例】 
戸建住宅・リフォーム 
 
 
 
 
 
小規模な現場でiPad等を常設して
おくことは、スペース的にもコスト的に
も困難 

舗装工事・軌道工事 
 
 
 
 
 
詰所等を設けず、作業場所が日で
変わるためiPad等の常設が困難 

大規模現場（朝礼） 
 
 
 
 
 
朝礼などの際に、技能者にその場で
タッチしてもらうことも可能 

 
 

ロ
ギ
ン
グ
機
能
を
活
用
す
る
と 

従来機能 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ロギング機能                       [事務所] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現場毎に、 
iPad等とカードリーダーを設置 
⇒置き場が必要 

事務所に行った際に、 
iPad等につなげばよい 

カードリーダーの就業履歴の蓄積上限である2,730件を超えなければ、それまでの
間はiPad等（「建レコ」をインストールしたもの）につなげる必要はありません。 
（そのため、山奥の現場など通信回線が届かない場所でも利用できます。） 

現場ではカードリーダーのみ 
⇒置き場を気にする必要なし 
(例えば、管理者が胸ポケットに入れて持ち歩いてもよい) 
 

kaneta-t22ab
テキスト ボックス
資料４




【ロギング機能対象カードリーダー】 
建レコに対応している2種類(各Windows版とiOS版の2版あり)のカードリーダーについて、予定していたリリースが全
て完了しました。 
カードリーダー名(2種類)   蓄積履歴数 

Windows版 iOS版 
Dragon_BLE 2023年7月31日リリース済 2023年10月30日リリース済 2,000件 
BNR01 2023年12月18日リリース済 今回リリース 2,730件 

 

 
今回リリースするロギング機能の利用環境 
・カードリーダー  ：BNR01  

⇒既にBNR01をお持ちの場合は、Dragon_BLEの時とは異なり、そのままご利用できます。 
⇒新たに購入する場合は、こちらのECサイトから購入できます。 

 
・建レコバージョン：1.2.20以上（無料でダウンロード可能） 
            ※2024年3月17日以前にダウンロードした「建レコ」は、バージョンアップが必要 
 
・OS        ：iOS16,17 

 
【操作手順書】 
建レコのダウンロード方法や、ロギング機能の使用方法については、こちらの操作手順書をご確認ください。  

 
 
 

BNR01 



CCUSカードリーダーモニター

対象企業 ： 下記募集期間内に新規に事業者登録を行い、
かつ、現場登録を行った元請事業者

募集期間 ： 2023年3月21日～202４年３月3１日(期間延長)
（申込受付後、順次カードリーダーを発送します）

募 集 数 ： 2000社

内 容 ： カードリーダー1台を無償貸与(モニター後の返却不要)

カードリーダーの種類 ： （申し込み時に①又は②のうち1台を選択）
①Windowsパソコン活用型 700台
②iPhone/iPad活用型・ロギング機能活用型 1,300台

モニター条件 ： 後日、カードリーダー利用に関する
アンケート調査にご協力いただけること

ＣＣＵＳカードリーダーモニターの募集について(概要)

更なる事業者の登録と現場利用の促進を支援

・登録技能者が100万人を突破した建設キャリアアップシステム（CCUS）の一層の普及促進に向けては、新

たに経営事項審査において就業履歴蓄積のための措置を加点対象とするなど、官民を挙げた取組を実施。

・（一財）建設業振興基金では、就業履歴を蓄積しやすい環境整備の一環として、新規に事業者登録し、現場に

カードリーダーを設置する予定の元請事業者を対象にモニター募集し、カードリーダー一台を無償貸与。

・これにより、課題となっている地方や中小規模事業者の登録促進・就業履歴の蓄積促進を図る。

募集要項

・新規事業者申請
・現場情報を登録

現場にカードリーダー
を設置

ピッ!タッチ

技能者が現場で就業履歴を蓄積

1台を無償貸与

①Dragon_CC ②Dragon_BLE



 ロギング機能は、カードリーダー本体に就業履歴を一時保管する機能。

 このロギング機能により、現場ではカードリーダー（名刺サイズより少し大きい程度）の設置のみ
で、パソコン（Windows）/iPhone/iPadは不要。（ロギング機能によりカードリーダーに一時保管された就業
履歴は、後で事務所のパソコン等（建レコをインストールしたもの）でCCUSに送信）

ロギング機能の利用

インターネット接続不要
パソコン/iPhone/iPad不要

（参考） ロギング機能について

小規模現場での利用促進

現場で必要な機器・環境

オフラインログイン機能の利用通常の利用

インターネット接続がない場合インターネット接続がある場合
新機能

BNR01 Dragon_BLE

（※）右の２機種がロギング機能に対応するカードリーダー。
当該カードリーダーであれば、既に購入済みのものでも、
建レコの改修・機能の供用開始後は、ロギング機能の利用
が可能。

これまでの機能



ＣＣＵＳ応援自販機の機種追加（アサヒ飲料）

 アサヒ飲料が開発した「ＣＣＵＳ応援自販機」が、2024年1月、錢高組の建設工事現場（京田辺市物流施設）を
皮切りに、現場への展開が始まりました。

 アサヒ飲料のＣＣＵＳ応援自販機は、ＣＣＵＳマークのある電子決済端末にＣＣＵＳカードをかざすことにより、
設置者（元請）が設定した本数を無料で提供できるもので、一般的な電子マネーにも対応しており、ＣＣＵＳの
マークが一般的なキャッシュレス決済と同様に位置付けられることによる認知度の高まりも期待されます。

 アサヒ飲料は先行機種より設置条件を引き下げ、年内に100現場の設置を目指しています。


